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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第23期

中間会計期間
第22期

会計期間
自　2026年１月１日
至　2026年６月30日

自　2025年１月１日
至　2025年12月31日

売上高 （百万円） 3,060 5,819

経常利益 （百万円） 676 1,445

中間（当期）純利益 （百万円） 503 882

資本金 （百万円） 246 246

持分法を適用した場合の投資利益 （百万円） － －

発行済株式総数 （株） 21,054,400 21,054,400

純資産額 （百万円） 3,147 2,771

総資産額 （百万円） 5,411 4,868

１株当たり中間（当期）純利益金

額
（円） 24.91 43.55

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額
（円） 24.89 43.54

１株当たり配当額 （円） 9.00 13.00

自己資本比率 （％） 57.8 56.6

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 372 －

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,147 －

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △153 －

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 2,199 －

（注）１．当社は、2026年１月17日付けで当社の完全子会社であった株式会社ネットマイルを吸収合併したことにより連
結子会社が存在しなくなったため、当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しておりません。このため、
当中間会計期間、及び前事業年度は、提出会社の経営指標等を記載しております。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。
３．第23期より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするために、
第22期についても、金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。

４．第22期は連結財務諸表を作成していたため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ
シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高については記載してお
りません。

 

２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　なお、2026年１月17日付けで当社の完全子会社であった株式会社ネットマイルを吸収合併したことに伴い、当中間

会計期間より非連結決算へ移行いたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度末の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。
 
(１)　財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績の状況

　当社は、当中間会計期間より連結子会社であった株式会社ネットマイルを消滅会社とする吸収合併を2026年１月

17日付で完了し連結子会社が存在しなくなりました。2026年12月期第１四半期より非連結決算へ移行での開示と

なったため、前中間期との比較分析は行っておりません。

　当中間会計期間における当社を取り巻く環境は、東京証券取引所における新上場維持基準、新TOPIXを見据え、

株価と流動性向上を意識したIR活動とそれらを担うIR専門部署を設置する動きも見られ、構造的にIR関連サービス

の需要が拡大し、今後も需要が継続していく見通しです。一方、新NISA、AI・半導体関連株の急騰、コーポレー

ト・ガバナンス改革への海外評価など複合的要因を背景に、のべ個人株主数が過去最多の9,198万人を記録し、株

式投資が活発化しております。

　このような外部環境の中、株主優待制度につきましては、MBO・TOB等の企業再編による上場廃止、機関投資家保

有比率の高い企業、先行き不透明感から業績懸念のある企業、資本政策見直しによる配当方針の変更等により、一

部企業において株主優待制度を廃止する動きがあったものの、新NISA、配当利回りと株主優待利回りを合計した総

合利回りの向上、株式流動性の改善、及び企業の認知度向上等を目的に新たに株主優待制度を新設する企業が増加

しました。株主優待の意義に関する研究会（日本証券業協会）では、株主優待は、株式投資の大衆化、一億総株主

化、ひいては株式市場の全体的な発展に寄与するものとの見解が示されました。このような背景から個人投資家の

存在感が高まり、株主優待制度の拡充を行う企業が増加した結果、株主優待制度導入企業数は昨年度末から29社増

加し1,688社となっております（2026年６月30日現在）。

　こうした状況の中で、当社は「上場企業と投資家を繋ぐことにより効率的な資本市場の実現と上場企業の企業価

値最大化を支援すること（MAXIMIZE CORPORATE VALUE）」のミッションの下、上場企業と全ての投資家を繋ぐプ

ラットフォームの確立を成長戦略の一つとして掲げており、個人投資家マーケティングプラットフォーム「プレミ

アム優待倶楽部」、及び顧客企業毎に異なる株主優待ポイントの合算利用を可能とする株主優待共通コイン

「WILLsCoin」、機関投資家マーケティングプラットフォーム「IR-navi」、サステナビリティ情報開示の制度化、

投資家との対話の高度化等に伴う統合報告書等のレポーティング「サステナビリティソリューション」の提供に注

力するとともに、AIで企業報告と投資家対話を進化させる次世代IRプラットフォーム「IR-port」のサービス提供

に継続して取り組みました。

　当第２四半期会計期間においては、株主管理プラットフォーム事業である「プレミアム優待倶楽部」、及び

「IR-navi」の既存顧客からのストック収入が堅調に推移したことに加え、顧客ニーズに対応するため電子マ

ネー・ポイント株主優待サービス「デジタル優待倶楽部」提供開始するなど、魅力ある株主優待商品バリエーショ

ンの拡大を図るとともに、「サステナビリティソリューション」は統合報告書制作の案件など、新規顧客の獲得に

向け積極的に取り組みました。

　以上の結果、当中間会計期間における当社の業績は、売上高は3,060百万円、営業利益は670百万円、経常利益は

676百万円、中間純利益は503百万円となりました。
 
　報告セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。
 
（株主管理プラットフォーム事業）

　「プレミアム優待倶楽部」は、「ポイント制株主優待」と株主の「電子化」（株主の電子メールアドレスを取得

して法定書類を電磁的に提供し、また株主専用サイトにおける上場企業と株主との双方向コミュニケーションを実

現すること）を組み合わせたサービスであります。魅力的な株主優待商品ラインナップ拡充を図るとともに、2025

年８月より地方創生に貢献可能となるふるさと納税サービス「プレミアム優待倶楽部ふるさと納税」を、2026年３

月より電子マネー・ポイント株主優待サービス「デジタル優待倶楽部」と、株主優待ポイントの充当可能なサービ

ス提供を開始いたしました。また、契約社数については、2025年度末より２社純増し、計112社になりました。ま

た、顧客企業の株主数の増加、及び１社当たりのポイント売上高の平均単価が増加いたしました。これらの結果、

「プレミアム優待倶楽部」の売上高は2,641百万円となりました。
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　「IR-navi」は、上場企業へ提供している機関投資家マーケティングプラットフォームサービスであります。

2025年３月より「IR-navi」を刷新しリニューアル版をリリース、面談調整機能、WEBミーティング設定機能を実装

しサービス提供を開始いたしました。契約社数は2025年度末より８社純減し計367社となりましたが、１社当たり

の売上高の平均単価が増加したことにより、売上高は176百万円となりました。

　「サステナビリティソリューション」は、統合報告書やアニュアルレポート等の投資家とのコミュニケーション

ツールを企画、制作するサービスであります。サステナビリティ関連情報を基軸とした投資家との対話が高度化し

たことで受注が堅調に推移したことにより、売上高は111百万円となりました。

　「その他」は、株主総会、決算説明会の企画及び運営サポートを行うサービス等であります。株主管理のDX推進

を背景としたバーチャル株主総会及びオンライン決算説明会等の継続受注はありましたが、案件が当下半期へシフ

トしたことにより、売上高は40百万円となりました。

　以上の結果、当中間会計期間の株主管理プラットフォーム事業の売上高は2,970百万円、セグメント利益は657百

万円となりました。
 
（広告事業）

　広告事業は、主に自社媒体におけるWeb広告配信を行うサービスである「自社媒体 Web広告」と、これまで蓄積

してきたWebマーケティング及びWeb広告のノウハウを活かし、広告代理店として顧客のWeb広告活動のサポートを

行うサービスである「Web広告代理店及びアドバタイジングゲーム」によって構成されております。

　また、顧客のWebサイトに開発したゲームソリューションを導入し、Web広告売上及びユーザーのロイヤリティ向

上等を行っております。

　以上の結果、当中間会計期間の広告事業の売上高は89百万円、セグメント利益は12百万円となりました。
 
②　財政状態の状況

　当中間会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ543百万円増加し、5,411百万円となりました。

これは主に、2026年１月17日付で連結子会社であった株式会社ネットマイルを消滅会社とする吸収合併を行い、関

係会社短期貸付金、及び貸倒引当金が減少した一方、のれんが増加したこと等によるものであります。

　負債は、前事業年度末に比べ167百万円増加し、2,263百万円となりました。これは主に、未払法人税等が減少し

た一方、買掛金が増加したこと等によるものであります。

　純資産は、前事業年度末に比べ376百万円増加し、3,147百万円となりました。これは主に、中間純利益を計上し

利益剰余金が増加したことによるものであります。結果、自己資本比率は57.8％となりました。
 
(２)　キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、2,199百万円となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　営業活動の結果、増加した資金は372百万円となりました。これは主に、売上債権の増加が262百万円、法人税等

の支払額が283百万円とそれぞれ減少があったものの、仕入債務の増加が273百万円、税引前中間純利益が523百万

円とそれぞれ増加があったこと等によるものであります。

　投資活動の結果、減少した資金は1,147百万円となりました。これは主に、敷金及び保証金の回収による収入が6

百万円あったものの、定期預金の預入による支出が900百万円、無形固定資産の取得による支出が246百万円あった

こと等によるものであります。

　財務活動の結果、減少した資金は153百万円となりました。これ主に、長期借入金の返済による支出が22百万

円、配当金の支払額が131百万円あったこと等によるものであります。

 

(３)　会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当中間会計期間において、当社が定めている会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定について重要な変更は

ありません。
 
(４)　経営方針・経営戦略等

　当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。
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(５)　優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。
 
(６)　研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【重要な契約等】

　当中間会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 71,960,000

計 71,960,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
　（2026年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年８月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通

株式
21,054,400 21,054,400

東京証券取引所

（グロース市場）

完全議決権株式であり、権
利内容に何ら限定のない当
社の標準となる株式であり
ます。単元株式数は100株で
あります。

計 21,054,400 21,054,400 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2026年１月１日～

2026年６月30日
－ 21,054,400 － 246 － 246
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（５）【大株主の状況】

  2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

杉本光生 東京都港区 6,089,600 30.11

蓮本泰之 東京都港区 2,832,000 14.00

SUGアセット株式会社 東京都港区六本木１丁目５番３号 1,320,000 6.52

青山洋一 東京都港区 579,900 2.86

神保株式会社 神奈川県横浜市西区高島１丁目４番12号 480,000 2.37

WHITTEN DARREL EUGENE 東京都世田谷区 352,500 1.74

杉本久子 奈良県宇陀市 314,900 1.55

角田久美 東京都千代田区 287,500 1.42

杉本明子 奈良県宇陀市 255,000 1.26

株式会社アスピレーション 港区虎ノ門２丁目５番５号 252,000 1.24

計 － 12,763,400 63.11

（注）１．当社は自己株式832,172株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合　3.95％）を保有しておりますが、

当該自己株式には議決権がないため、上記の「大株主の状況」から除外しております。

（注）２．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を切り捨てしてい

ます。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 832,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,216,600 202,166 －

単元未満株式 普通株式 5,700 － 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  21,054,400 － －

総株主の議決権  － 202,166 －

（注）自己株式832,172株は「完全議決権株式（自己株式等）」に832,100株、「単元未満株式」に72株含まれておりま

す。
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②【自己株式等】

    2026年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ウィルズ
東京都港区虎ノ門二

丁目３番17号
832,100 － 832,100 3.95

計 － 832,100 － 832,100 3.95

（注）当社は、単元未満の自己株式72株を保有しております。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2026年１月１日から2026年６月30日

まで）に係る中間財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

　当社は、2026年１月17日付で連結子会社であった株式会社ネットマイルを吸収合併いたしました。これにより、当

社は、連結子会社が存在しなくなったため、当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．金額の表示単位の変更について

　当社の中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりましたが、

当中間会計期間より百万円単位をもって記載することに変更しました。なお、比較を容易にするため、前事業年度に

ついても百万円単位に組替え表示しております。
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１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

（2025年12月31日）
当中間会計期間
（2026年６月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,122 3,109

受取手形、売掛金及び契約資産 407 716

電子記録債権 11 －

商品 0 2

仕掛品 0 28

関係会社短期貸付金 410 －

貸倒引当金 △293 －

その他 47 151

流動資産合計 3,706 4,007

固定資産   

有形固定資産 45 42

無形固定資産   

ソフトウエア 400 418

ソフトウエア仮勘定 388 401

のれん 9 158

顧客関連資産 20 19

その他 － 0

無形固定資産合計 818 997

投資その他の資産   

その他 297 362

投資その他の資産合計 297 362

固定資産合計 1,161 1,403

資産合計 4,868 5,411

負債の部   

流動負債   

買掛金 436 733

１年内返済予定の長期借入金 9 －

未払金 31 38

未払法人税等 299 80

契約負債 1,070 1,209

ポイント引当金 0 69

株主優待引当金 61 58

賞与引当金 36 8

役員賞与引当金 26 －

その他 112 62

流動負債合計 2,082 2,261

固定負債   

長期借入金 13 －

資産除去債務 － 2

固定負債合計 13 2

負債合計 2,096 2,263

純資産の部   

株主資本   

資本金 246 246

資本剰余金 246 246

利益剰余金 2,760 3,132

自己株式 △499 △499

株主資本合計 2,754 3,126

新株予約権 17 21

純資産合計 2,771 3,147

負債純資産合計 4,868 5,411
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（２）【中間損益計算書】

 （単位：百万円）

 
当中間会計期間

（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

売上高 3,060

売上原価 1,686

売上総利益 1,373

販売費及び一般管理費 ※１ 703

営業利益 670

営業外収益  

受取利息 4

補助金収入 2

その他 0

営業外収益合計 6

営業外費用  

支払利息 0

投資事業組合運用損 0

その他 0

営業外費用合計 0

経常利益 676

特別利益  

貸倒引当金戻入額 ※２ 293

特別利益合計 293

特別損失  

減損損失 ※３ 152

抱合せ株式消滅差損 ※４ 293

特別損失合計 446

税引前中間純利益 523

法人税等 80

法人税等調整額 △60

法人税等合計 19

中間純利益 503
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（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：百万円）

 
当中間会計期間

（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前中間純利益 523

減価償却費 71

減損損失 152

のれん償却額 11

貸倒引当金の増減額（△は減少） △293

ポイント引当金の増減額（△は減少） △13

株主優待引当金の増減額（△は減少） △2

賞与引当金の増減額（△は減少） △27

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △26

受取利息及び受取配当金 △4

補助金収入 △2

支払利息 0

抱合せ株式消滅差損益（△は益） 293

売上債権の増減額（△は増加） △262

棚卸資産の増減額（△は増加） △27

前渡金の増減額（△は増加） △105

仕入債務の増減額（△は減少） 273

未払金の増減額（△は減少） 0

契約負債の増減額（△は減少） 138

未払消費税等の増減額（△は減少） △39

その他 △9

小計 650

利息及び配当金の受取額 2

利息の支払額 0

補助金の受取額 2

法人税等の支払額 △283

営業活動によるキャッシュ・フロー 372

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △900

有形固定資産の取得による支出 △5

無形固定資産の取得による支出 △246

敷金及び保証金の回収による収入 6

敷金及び保証金の差入による支出 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,147

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入金の返済による支出 △22

配当金の支払額 △131

財務活動によるキャッシュ・フロー △153

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △929

現金及び現金同等物の期首残高 3,112

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 16

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 2,199
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【注記事項】

（中間財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（表示方法の変更）

（中間貸借対照表）

　前事業年度において、独立掲記しておりました「貯蔵品」は金額的重要性が乏しくなったため、当中間会計期

間より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の

組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「貯蔵品」に表示していた0百万円は「その他」として組み替え

ております。

 

（中間貸借対照表関係）

　　当社は、運転資金の機動的な調達を行うため取引銀行（前事業年度３行、当中間会計期間７行）と当座貸越

契約を締結しております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2025年12月31日）
当中間会計期間
（2026年６月30日）

当座貸越極度額 600百万円 1,400百万円

借入実行残高 － －

差引額 600 1,400

 

（中間損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
当中間会計期間

（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

役員報酬 78百万円

給料及び手当 337

法定福利費 56

地代家賃 44

のれん償却費 11

ポイント引当金繰入額 0

株主優待引当金繰入額 △2

賞与引当金繰入額 8

 

※２　貸倒引当金戻入額の内容は次のとおりであります。

 

当中間会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

　株式会社ネットマイルの財政状態等を勘案し計上しておりました貸倒引当金293百万円について、存続会社であ

る当社が債務を包括的に承継することに伴い、当中間会計期間において特別利益（貸倒引当金戻入額）として計

上しております。
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※３　減損損失の内容は次のとおりであります。

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

 

当中間会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

場所 用途 種類 減損損失

本社

（東京都港区）
遊休資産 ソフトウェア仮勘定 152百万円

　当社がシステム開発投資により計上したソフトウェア資産の一部のうち、将来の使用が見込まれていない遊休

資産について、個々の資産ごとに減損の要否を判定した結果、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づく減損

処理を行い、減損損失152百万円を計上しております。

　なお、ソフトウェア仮勘定は、ソフトウェア開発計画の見直しに伴い想定される効果や使用見込が無くなった

場合、資産の処分等が決定している場合には、当該資産を個別に独立した単位としてグルーピングを行っており

ます。

 

※４　抱合せ株式消滅差損の内容は次のとおりであります。

 

当中間会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

　株式会社ネットマイルから受け入れた純資産と存続会社である当社が保有していた子会社株式（抱合せ株式）の

帳簿価額の差である293百万円について、当中間会計期間において特別損失（抱合せ株式消滅差損）として計上し

ております。

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

 
当中間会計期間

（自 2026年１月１日
至 2026年６月30日）

現金及び預金勘定 3,109百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 910

現金及び現金同等物 2,199

 

（株主資本等関係）

当中間会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１　配当に関する事項

(１）　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年３月27日

定時株主総会
普通株式 131 6.5 2025年12月31日 2026年３月30日 利益剰余金

 

(２）　基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となる

もの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年８月13日

取締役会
普通株式 182 9.0 2026年６月30日 2026年９月14日 利益剰余金

 

２　株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当中間会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
中間損益
計算書計上額

 
株主管理
プラット
フォーム事業

広告事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 2,970 89 3,060 － 3,060

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 2,970 89 3,060 － 3,060

セグメント利益 657 12 670 － 670

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当中間会計年度（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

    （単位：百万円）

 
株主管理

プラットフォーム事業
広告事業 全社・消去

中間損益
計算書計上額

減損損失 152 － － 152

 

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

  当中間会計期間

  報告セグメント

  
株主管理プラット
フォーム事業

広告事業 計

主要な

サービスライン

プレミアム優待倶楽部 2,641 － 2,641

IR-navi 176 － 176

サステナビリティソ

リューション
111 － 111

自社媒体Web広告 － 25 25

Web広告代理店及び

アドバタイジングゲーム
－ 64 64

その他 40 － 40

合計 2,970 89 3,060
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（企業結合等関係）

（共通支配下の取引等）

　当社は、2025年８月14日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社ネットマイルを吸収合併

することを決議し、2026年１月17日を効力発生日として、吸収合併を行いました。

 

１.企業結合の概要

（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容

（存続会社）

企業の名称　　　株式会社ウィルズ

事業の内容　　　・プレミアム優待倶楽部の運営

 ・プレミアム優待倶楽部PORTALの運営

 ・IR-naviの運営

 ・サステナビリティソリューション

 (統合報告書・サステナビリティレポートなどの企画・制作、ESG開示支援)

 ・バーチャル株主総会、オンライン決算説明会

 ・株主判明調査(仲介および紹介)

（消滅会社）

企業の名称　　　株式会社ネットマイル

事業の内容　　　ユニバーサルポイントプログラム「ネットマイル」のサービスを運営

 

（２）企業結合日

2026年１月17日

 

（３）企業結合の法的形式

当社を存続会社とし、株式会社ネットマイルを消滅会社とする吸収合併

 

（４）結合後企業の名称

株式会社ウィルズ

 

（５）企業結合の目的

　当社は、グループ内経営効率化の一環として、広告事業を行う株式会社ネットマイルを吸収合併すること

といたしました。今後は、広告事業の規模拡大よりも、より確実な利益創出と財務体質の強化を主たる目的

とすることから、決算業務等の共通化及び簡素化も含めグループ管理コストの低減と経営資源をコア事業へ

投資し最適化に取り組むことといたしました。なお、広告事業について、2026年1月以降、当社がサービス提

供を継続させていただき、引き続き全体の企業価値向上に取り組んでまいります。

 

２.実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配下

の取引として会計処理を実施しています。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

  
当中間会計期間

（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

１株当たり中間純利益金額 (円) 24.91

（算定上の基礎）  －

中間純利益金額 (百万円) 503

普通株主に帰属しない金額 (百万円) －

普通株式に係る中間純利益金額 (百万円) 503

普通株式の期中平均株式数 (株) 21,054,400

   

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 (円) 24.89

普通株式増加数 (株) 14,510

（うち新株予約権） (株) (14,510)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前事

業年度末から重要な変動があったものの概要

 

－

（注）１．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり中間

純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。１株当たり

中間純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当中間会計期間832,172株であ

ります。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

（剰余金の配当）

第23期（2026年１月１日から2026年12月31日まで）中間配当について、2026年８月13日開催の取締役会におい

て、2026年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                                        182百万円

②　１株当たりの金額                                     ９円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日           2026年９月14日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年８月13日

株式会社ウィルズ

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石田　大輔

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内川　裕介

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ウィル

ズの2026年１月１日から2026年12月31日までの第23期事業年度の中間会計期間（2026年１月１日から2026年６月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記につい

て期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、株式会社ウィルズの2026年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められ

なかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定

を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人

は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入

手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していない

と信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを

評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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